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諸規定の改定について (特記事項のないものについて、改定日は令和元年 12 月 6 日とする。) 

●連盟規約 

 (改定日は一般社団法人全日本実業団空手道連盟からの加盟申請書の到着日とする。) 

改定前 改定後 備考 

(加盟団体) 

第４条   

２．競技団体とは、全日本実業団空手道連盟、全日本学生

空手道連盟、公益財団法人全国高等学校体育連盟空手

道部及び全国中学生空手道連盟の４団体をいう。 

 

 

(協力団体) 

第５条   

２．協力団体は、剛柔会、糸東会、一般財団法人全日本空

手道松涛館、日本空手道連合会、錬武会、和道会、公益

社団法人日本空手協会とする。 

 

(加盟団体) 

第４条   

２．競技団体とは、一般社団法人全日本実業団空手道連

盟、一般社団法人全日本学生空手道連盟、公益財団法人

全国高等学校体育連盟空手道部及び全国中学校空手道

連盟の４団体をいう。 

 

(協力団体) 

第５条   

２．協力団体は、全日本空手道連盟剛柔会、全日本空手道

連盟糸東会、一般財団法人全日本空手道松涛館、日本空

手道連合会、全日本空手道連盟錬武会、全日本空手道連

盟和道会、公益社団法人日本空手協会とする。 

 

 

・法人格の取得による 

 

・誤記の訂正 

 

 

 

 

・正式な団体名とする 

 

●選手強化委員会規程 

改定前 改定後 備考 

(代表選手の選考) 

第１０条 全日本強化選手等の選考及び手順について必

要な事項は、理事会の決議により定める。 

(代表選手の選考) 

第１０条 全日本強化選手等の選考及び手順について必

要な事項は、理事会の決議により定める。 
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２．ナショナルチームの選手及び国際競技大会への派遣

選手などの選考は、別途定める「ナショナルチーム選考

基準」により委員会で選考のうえ、常任理事会の承認を

受ける。 

２．ナショナルチームの選手及び国際競技大会への派遣

選手などの選考は、別途定める「ナショナルチーム選考

規程」により委員会で選考のうえ、常任理事会の承認を

受ける。 

 

 

・名称の変更(後述) 

 

●ナショナルチーム選考基準 

改定前 改定後 備考 

公益財団法人 全日本空手道連盟 

ナショナルチーム選考基準 

 

（内定・決定と取り消し） 

第６条  

３．後日、ナショナルチームの一員として相応しくない事

象が発覚した場合や、強化合宿での不芳・著しい競技力

の劣化などがあった場合は、ナショナルチーム内定ま

たは決定を取消あるいは準候補選手へ格下げすること

がある。 

公益財団法人 全日本空手道連盟 

ナショナルチーム選考規程 

 

（内定・決定と取り消し） 

第６条  

３．後日、ナショナルチームの一員として相応しくない事

象が発覚した場合や、強化合宿での不芳・著しい競技力

の劣化などがあった場合若しくはナショナルチーム内

定または決定時に当連盟に提出する誓約書記載の強化

指定選手としての義務または禁止事項に違反した場合

は、選手強化委員会の決定により、ナショナルチーム内

定または決定を取消あるいは準候補選手へ格下げする

ことがある。 

４．前項の処分に際しては、公正を期するため、当事者の

弁明の機会を設けるものとする。ただし、当事者の同意

がある場合、又は当事者が弁明の機会を拒否若しくは

無断欠席をした場合はこの限りではない。 

５．前項の処分が行われた場合は、速やかに常任理事会に

 

 

・取り消し処分を明確

にするため、“規程”と

する。 

 

 

 

 

・誓約書の内容を遵守

しなかった場合の処

分を規定化 

 

 

 

・処分の流れを他規程

とそろえる。 
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報告するものとする。 

６．第４項にある当該選手の弁明に正当性があると認め

られた場合に限り、常任理事会において処分の審議を

行う。 

７．倫理規程第４条第１項に該当する場合は、第３項から

第６項までに加え、倫理規程に従い処分を行う。 

８．処分を受けた者は、本連盟の決定した処分内容に対

し、公益財団法人日本スポーツ仲裁機構に不服を申し

立てることができる。 

 

●国際大会派遣選手における計量失格者の処分に関する内規 

改定前 改定後 備考 

(目的) 

第１条  この内規は、ナショナルチーム選考基準第６

条第３項に基づき、全日本強化選手が本内規第２条に

定める事案に該当した場合の処分を定めるものであ

る。 

 

(対象となる選手) 

第３条  本内規で扱う対象は、ナショナルチーム選考

基準第６条第１項に定めるシニアナショナルチームに

所属する全日本強化選手とする。 

(目的) 

第１条  この内規は、ナショナルチーム選考規程第６

条第３項に基づき、全日本強化選手が本内規第２条に

定める事案に該当した場合の処分を定めるものであ

る。 

 

(対象となる選手) 

第３条  本内規で扱う対象は、ナショナルチーム選考

規程第６条第１項に定めるシニアナショナルチームに

所属する全日本強化選手とする。 

 

・名称の変更(前述) 

 

 

 

 

 

 

・名称の変更(前述) 
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       地区形審判員のランク付に伴う各地区講習会の実施等について 

                                全空連中央技術委員会 

＜形審判員ランク付けの流れ＞ 

 

 

 令和元年度    令和２年度    令和３年度   令和４年度   

  

 

全国形 

 

養成講習会の実施 

 

 

 

ランク付け実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区形  養成講習会の実施 

  

ランク付け実施 

  

 

 

 

都道府県

形 
 ・新試験制度による形

審判審査 

  

 ＜移行措置＞ 

①令和３年度まで地区形審判員 B 級は全国形審判養成講習会を受

講でき、全国形審判員 B級を受審することができる。 

②地区形審判員受審者は令和３年度まで養成講習会の受講を免

ずる。 

 ③全国形審判員 B級、地区形審判員 B級への移行 

 ④令和３年度まで地区形審判員Ｂ級は、全国形審判員Ｂ級を受審

することができる。 

 ⑤令和３年度まで地区形審判員受審者は地区形審判員養成講習会

の受講が免除される。 

全国Ａ

全国Ｂ

全国養成講習会

地区Ａ

地区Ｂ

地区養成講習会

都道府県
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１．講習会・審査会要領の改訂について 

    現  行     改 訂 案    備 考 

＜判定基準＞ 

｛第１・第２指定形の合格基

準｝ 

①実技試験の採点方法、 

採点平均値より上限・下限 

の幅が０．１位内の点数は

減点なし。それ以外は減点。 

②評価方法 

第１指定形は基準点を６

点、第２指定形は基準点

を７点とし、０．０５きざ

みで形を評価する。 

 

＜判定基準＞ 

｛第１・第２指定形等の合格基

準｝ 

①実技試験の採点方法、 

採点平均値より上限・下限 

の幅が０．４位内の点数は減

点なし。それ以外は減点。 

②評価方法 

ア ５．０～１０．０までを

使用して、０．２きざみで

評価する。 

イ 反則の場合は、０．０と

する。 

 

形競技規定に準ずる。 

 

 

 

２．都道府県形審判員の形実技試験要領について 

    現   行      改 訂 案   備  考 

基本形一・二・三・四から各１

つ演武する。 

基本形一の「ゲキサイ第２」と、

基本形二、三、四の「平安五段又

はピンアン五段」から１つ演武

する。 

全日本少年少女大会等

で演武される形を考慮

し、演武形を限定する。 

 

３．地区形審判員養成講習会の内容 

 （１）趣旨  

地区形審判員養成講習会を行い、形審判員の資質向上を図るとともに、新しい地区形審判

員審査会の円滑な実施に努める。 

 

（２）地区養成講習会の内容 

①形競技規定の講習      １時間程度 

 ②第１指定形講習       ３時間程度 

  第１指定形（８つの形）の講習 

③形評価講習         ２時間程度 

   第１指定形すべての評価を実施する。 

 

(注１)養成講習会は近隣地区で合同実施することができる。 

(注２)当該地区で地区形審判員養成講習会が実施されない場合、受講者は他の地区の講習会に

参加することができる。 

   

４． その他 

  全国形審判員審査及び地区形審判員審査で試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含

めて３年間
．．．

はその科目の試験は免除される。免除期間を終えると改めて全科目を受審しなければ

ならない。   
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資格審査員への形審判員 A級義務付けについて             

令和元年 12 月６日 

１ 趣旨 

  全空連では指定形を継承していくということから公認段位審査 7 段位までの受審者に指定形の演武を

義務付けている。したがって、審査員には指定形について造詣の深い有資格者が必要となる。そのために

公認段位の審査を担当する資格審査員に当該形審判員 A級の資格取得を義務付けることとする。 

 

２ 経過措置 

（１）1・2級資格審査員について 

ア 全国形審判員 A級取得は令和５年 4月 1日から適用する。 

イ 全国形審判員養成講習会の受講を令和 3年 3月 31 日までに義務付ける。受講しない審査員は次

回（令和３・４年度）の資格審査員に推薦しないが、受講した時点で資格審査員に推薦する。 

（２）3級資格審査員について 

ア 地区形審判員養成講習会の実施準備等を考慮し、地区形審判員 A級取得は令和 7年 4月 1日から

適用する。 

イ 地区形審判員養成講習会の受講を令和５年 3 月 31 日までに義務付ける。受講しない審査員は令

和５・6年度の資格審査員に推薦しないが、受講した時点で資格審査員に推薦する。 

 

        令和元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度  

１・２ 

審査員 

 

全国形審判員養成講習会         全国形審判員 A級取得義務 

     

3 級 

審査員 

地区形審判員養成講習会 地区形審判員 A級取得義務 

  

  (注)令和 2年度から形審判員 A級審査会は実施する。 

 

３ 全国形審判員及び地区形審判員審査の実施に係る配慮事項について 

（１）全国形審判員及び地区形審判員審査における指定形実技試験については、年間で複数回受審できるよ

うに配慮する。 

（２）指定形実技試験で指定形の一部が合格した場合、受審した年度を含めて 3年間はその形の試験は免除

される。免除期間を終えると改めて全科目を受審しなければならない。 
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                    全国・地区形審判員のランク付け実施に伴う年次計画について 

                                                令和元年 12 月 6 日                                              

  項目 令和 2年度     令和 3年度      令和 4年度      令和 5年度     令和６年度      令和 7年度      

全国形審判員

養成講習 

 

全国 A・B級受審者

は受講義務 

全国 A・B級受審者

は受講義務  

  

全国 A・B 級受審者は

受講義務  

  

全国 A・B級受審者は

受講義務   

  

全国 A・B級受審者は

受講義務  

  

全国 A・B 級受審者は

受講義務 

  

全国形審判員

受審に係る移

行措置 

地区形 B 級は全国

形 Bを受審可。 

地区形 B 級は全国

形 Bを受審可。 

 

 

   

地区形審判養

成講習 

 

  地区形 A・B 級受審者

は受講義務 

地区形 A・B級受審者

は受講義務 

   

地区形 A・B級受審者

は受講義務 

   

地区形 A・B 級受審者

は受講義務   

 

地区形審判員

受審に係る移

行措置 

養成講習会の免除 養成講習会の免除     

１・２級審査

員取得等義務 

 

全国形審判員養成

講習会受講義務 

全国形審判員養成

講習会受講義務 

（全国形審判員養成

講習会受講義務） 

全国形審判 A 級取得

義務 

全国形審判 A 級取得

義務 

全国形審判A級取得義

務 

3 級資格審査

員取得等義務 

 

（地区形審判員養

成講習会受講義

務） 

地区形審判員養成

講習会受講義務 

地区形審判員養成講

習会受講義務 

  

地区形審判員養成講

習会受講義務 

  

 地区形審判A級取得義

務 

(注)１．２級資格審査員で未受講者は、令和２・３年度の間に養成講習会を受講しなければならない。3級資格審査員は、原則として令和 3年度から令和 5年度 

の間に地区形審判養成講習会を受講しなければならない。  
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●資格審査規程 

改定前 改定後 備考 

(審査員の任期) 

第４条  資格審査員の任期は２年とする。 

 

 

 

 

別表（第７条関係 保有資格及び審査範囲） 

 

区

分 

保   有   資   格 

審  査  範  囲 指導者資格・称号 

一

級

資

格

審

査

員 

保 有 

資 格 

公 認 

８ 段 

以 上 

全国審判員(組手、形) 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ４      

範士 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

８ 段 

ま で 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

二

級

資

格

保 有 

資 格 

公 認 

７ 段 

以 上 

全国審判員(組手、形) 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ４ 

教士 

(審査員の任期) 

第４条  資格審査員の任期は、当連盟の役員改選の年

度当初から２年とする。 

２．任期途中に新たに任命された資格審査員の任期は、任

命の日から前項の任期の残任期間とする。 

 

別表（第７条関係 保有資格及び審査範囲） 

 

区

分 

保   有   資   格 

審  査  範  囲 指導者資格・称号 

一

級

資

格

審

査

員 

保 有 

資 格 

公 認 

８ 段 

以 上 

全国審判員(組手、形 A 級) 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ４      

範士 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

８ 段 

ま で 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

二

級

資

格

保 有 

資 格 

公 認 

７ 段 

以 上 

全国審判員(組手、形 A 級) 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ４ 

教士 

 

・任期中に任命された

場合の規定がなかっ

た。(現在の運用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

・それぞれの保有資格

に形 A級を追加する。 
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審

査

員 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

５ 段 

ま で 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

三

級

資

格

審

査

員 

保 有 

資 格 

公 認 

５ 段 

以 上 

地区審判員(組手・形)以上 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ３以上 

錬士 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

３ 段 

ま で 

都道府県審判員(組手、形)  

 

 

審

査

員 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

５ 段 

ま で 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

三

級

資

格

審

査

員 

保 有 

資 格 

公 認 

５ 段 

以 上 

地区審判員(組手・形 A 級)以

上 

公益財団法人日本スポ

ーツ協会公認空手道コ

ーチ３以上 

錬士 

審 査 

範 囲 

初 段 

か ら 

３ 段 

ま で 

都道府県審判員(組手、形)  

(注）当該資格審査員に必要な形審判員 A級については、1・２級

資格審査員にあっては令和５年４月１日から、３級資格審査

員にあっては令和７年４月１日から適用する。 

 

●公認審判員規程 

改定前 改定後 備考 

 

 

 

 

 

 

 

（資格失効の特例） 

第６条の２ 第５条第２号にかかわらず、次の各号のい

ずれかに該当し資格の更新ができなかった場合に限り

審判員資格の更新を休止することができる。 

（１）病気入院加療中で更新手続きができなかった 

とき。  

（２）災害を受けて更新手続きができなかったとき。 

・病気療養中や海外勤

務などにより講習会

の受講ができなかっ

た場合の救済規程を

設ける。 
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（３）海外勤務により更新手続きができなかったと

き。 

（４）本連盟が特段の事由があると判断したとき。 

２．組手審判員資格の更新を休止するためには、組手審判

員資格更新休止申請書を全国組手審判員及び地区組手

審判員にあっては本連盟に、都道府県組手審判員にあ

っては都道府県連盟に原則として有効期限が過ぎるま

でにすみやかに提出し、その承認を得なければならな

い。 

３．組手審判員資格更新休止申請書には、その事由を証す

ることができる書類を添付しなければならない。 

４．組手審判員資格更新休止は、有効期限から３年を超え

ない範囲内とし、更新休止中は、当該資格の審判員とし

ての活動はできない。 

５．組手審判員資格を復活するためには、休止のための事

由が解消後速やかに当該連盟に届け、定められた講習

会等に出席し資格の復活に係る登録料を支払わなけれ

ばならない。 

 

（資格失効の特例） 

第２１条の２  第５条第２号にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当し資格の更新ができなかった場合に

限り審判員資格の更新を休止することができる。 

（１）病気入院加療中で更新手続きができなかったと

き。  

（２）災害を受けて更新手続きができなかったとき。 

（３）海外勤務により更新手続きができなかったと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・形も同様とする。 
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(受審者の資格基準) 

第２４条  全国形審判員、地区形審判員及び都道府県

形審判員の審査を受けるためには、連盟会員登録者で、

別表２に掲げる要件を満たす者でなければならない。 

 

 

 

 

 

 

き。 

（４）本連盟が特段の事由があると判断したとき。 

２．形審判員資格の更新を休止するためには、形審判員資

格更新休止申請書を全国形審判員及び地区形審判員に

あっては本連盟に、都道府県形審判員にあっては都道

府県連盟に原則として有効期限が過ぎるまでにすみや

かに提出し、その承認を得なければならない。 

３．形審判員資格更新休止申請書には、その事由を証する

ことができる書類を添付しなけれならない。 

４．形審判員資格更新休止は、有効期限から３年を超えな

い範囲内とし、更新休止中は、当該資格の審判員として

の活動はできない。 

５．形審判員資格を復活するためには、休止のための事由

が解消後速やかに当該連盟に届け、定められた講習会

等に出席し資格の復活に係る登録料を支払わなければ

ならない。 

 

(受審者の資格基準) 

第２４条  全国形審判員、地区形審判員及び都道府県

形審判員の審査を受けるためには、連盟会員登録者で、

以下の各号及び別表２に掲げる要件を満たす者でなけ

ればならない。 

（１）全国形審判員 B 級受審者は全国形審判員養成講習

会の受講修了者でなければならない。なお、全国形審

判員 B 級で全国形審判員養成講習会を受講していな

い者は全国形審判員 A 級受審することはできない。 

（２）地区形審判員 B 級受審者は原則として地区形審判

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・それぞれ、形審判養成

講習会の受講を義務

化する。 
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附則 

１１ この規程は、平成２９年５月１３日から施行する。ただ

し、第１６条第１項第１号及び第２号並びに第１７条関係の別

表２については、平成３０年４月１日より以下の移行措置を実

施するものとし、平成３２年４月１日より実施する。 

[移行措置] 

（１）現行の形審判員資格は、それぞれ当該の形審判員資格の

B級に移行する。 

（２）平成３０・３１年度に限り、新規に全国形審判員、地区

形審判員及び都道府県形審判員を受審する者に対する試

験及び受審資格は現行のとおりとする。 

（３）地祇に該当する者のうち常任理事会が認める者は、A級

全国形審判員の試験を免除することができる。ただし、平

成３０年度又は平成３１年度の全国形審判員養成講習会

（仮称）を受講することを原則とする。 

  ア 全国形審判員審査員の経験者 

  イ １．２級資格審査員（経験者を含む）で、国民体育大

会又は全日本空手道選手権大会の形審判経験者 

  （５回以上） 

 

 

 

員養成講習会の受講修了者でなければならない。な

お、地区形審判員 B 級で地区形審判員養成講習会を

受講していない者は地区形審判員 A 級受審すること

はできない。 

 

附則 

１１ この規程は、平成２９年５月１３日から施行する。ただ

し、第１６条第１項第１号及び第２号並びに第１７条関係の

別表２については、平成３０年４月１日より以下の移行措置

を実施するものとし、平成３２年４月１日より実施する。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15．この規程は、令和２年４月１日から施行する。ただし、以

下の移行措置を講じるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今回の改定に対する

移行措置を設ける。 
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別表２ 

 

種別 
公認

段位 
技術資格 年齢 区分 

審判員歴

等 
権限 

全 国

形 審

判員 

6 段

以上 

公益財団法人日

本スポーツ協会

公認空手道コー

チ４の資格保持

者 

満 40歳 

以上 

A 級 

全国形審

判員 B 級

保持者 

全国

規模

の主

審、

副審 

全国組手審判員

のほか公益財団

法人日本スポー

B級 

地区形審

判員 A 級

保持者 

全国

規模

の副

[ 移行措置] 

（１）現行の形審判員資格は、それぞれ当該の形審判員資格の

B 級に移行する。 

（２）全国形審判員養成講習会は令和３年度までは地区形審判

員 B級の有資格者でも受講することができ、全国形審判員

B 級を受審することができる。 

（３）地区形審判員養成講習会は、令和２年度から実施する。

令和３年度までは地区形審判員受審者は地区形審判員養

成講習会の受講を免除する。 

（経過措置） 

15 の２．この規程の第６条の２及び第２１条の２は、平

成３０年１２月１日から適用する。 

 

 

別表２ 

 

種別 
公認

段位 
審判  技術資格 年齢 権限 

全 国 形

審 判 員 

 

 

A

級 

 

 

6 段以

上 

 

 

 

 

全国形審判員 B

級のほか公益財

団法人日本スポ

ーツ協会公認空

手道コーチ４の

資格保持者 

満 36歳 

以上 

全 国

規 模

の 主

審、副

審 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今回の改定より病気

療養等に関する救済

措置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年齢を引き下げる。 
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ツ協会公認空手

道コーチ３の資

格保持者 

(注) 審 

地 区

形 審

判員 

5 段

以上 

地区組手審判員

のほか公益財団

法人日本スポー

ツ協会公認空手

道コーチ２以上

の資格保持者 

満 35歳 

以上 

A 級 

地区形審

判員 B 級

保持者 

地区

規模 

の主

審、

副審 

B 級 

都道府県

形審判員

取得後 3

年以上 

地区

規模

の副

審 

都 道

府県 

形 審

判員 

4 段 

以上 

地区組手審判員

のほか公益財団

法人日本スポー

ツ協会公認空手

道コーチ１以上

の資格保持者 

満 30歳 

以上 
 

都道

府県

の主

審、

副審 

 (注) 令和 2年 4月 1日から全国形審判員 B級受審者は、全国形

審判員養成講習会（仮称）を受講済でなければならない。 

 

 

 

 

 

 

B

級 

地区形

審判取

得後 3

年以上 

全国組手審判員

のほか公 

益財団法人日本

スポーツ協会公

認空手道コーチ

３以上の資格保

持者 

全 国

規 模

の 副

審 

地 区 形

審 判 員 

 

A

級 

 

  

5 段以

上 

 

 

 

地区形審判員 B

級のほか 

公益財団法人日

本スポーツ協会

公認空手道コー

チ２以上の資格

保持者 
満 30歳 

以上 

地 区

規模 

の 主

審、副

審 

B

級 

 

 

都道府

県形審

判取得

後 3 年

以上 

地区組手審判員

のほか公益財団

法人日本体育協

会公認空手道コ

ーチ２以上の資

格保持者 

地 区

規 模

の 副

審 

都道府県形 

審 判 員 

4段以

上 
 

地区組手審判員

のほか公益財団

法人日本スポー

ツ協会公認空手

道コーチ１以上

の資格保持者 

満 25歳 

以上 

都 道

府 県

の 主

審、副

審 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・養成講習会受講の義

務と移行措置を講ず
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◇付録(講習会・審査会要領等) 

A.都道府県組手審判員講習・審査会要領 

３ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

②審査長は５人の審査員の審査員の得点の合計を算出する。 

 

E.都道府県形審判員講習・審査会要領 

３ 講習の進め方 

（２）実技講習 

イ 形の評価 

第１指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、

講師より評価点を示し、基準点のあり方について適正

な指導をする。 

①講師、受講生は評価の基準点を６点（最低５点から

最高７点）とし、０、０５きざみで演武者の形を評

価する。その際、同じ点数、同じ順位にならないよ

うにする。   

 

４ 試験方法 

（２）実技試験 

 

   受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う指定形

  (注４)全国形審判員及び地区形審判員（A 級又は B 級）受審

者は当該の全国又は地区形審判員養成講習会を一度は

受講しなければならない。ただし、令和３年度まで移行

措置を講ずる。 

 

◇付録(講習会・審査会要領等) 

A.都道府県組手審判員講習・審査会要領 

３ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

②審査長は５人の審査員の審査員の得点の合計を算出する。 

 

E.都道府県形審判員講習・審査会要領 

３ 講習の進め方 

（２）実技講習 

イ 形の評価 

第１指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、

講師より評価点を示し、基準点のあり方について適正

な指導をする。 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０まで

の間とし、０．２きざみで演武者の形を評価する。

その際、同じ点数、同じ順位にならないようにし、

反則の場合は０．０とする。 

 

４ 試験方法 

（２）実技試験 

  ①評価実技試験 

   受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う第１指

ることを述べる。 

 

 

 

 

 

 

・誤記の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

・競技規定に合わせる。 
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８つに対して 6点を基準点として評価し、順位を付ける。

その際、同じ点数、同じ順位は使わないものとする。 

  

 

 

 

 

５ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求

め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採

点順位とする。 

③６の合否判定に関する表を用いて採点する。 

 

 

 

 

６ 合否判定 

   下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減

点値 

筆記

試験 

加減点値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点

以上 

１点加点 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．１以内の

点数 

なし 80 点

台 

なし 

定形８つに対して 6点を基準点として評価し、順位を付け

る。その際、同じ点数、同じ順位は使わないものとする。 

  ②形実技試験 

受審者は基本形一の「ゲキサイ第２」を一つと、基本

形二・三・四の「平安五段」または「ピンアン五段」か

ら一つを選び演武する。 

  

５ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求

め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採

点順位とする。 

③６の合否判定に関する表を用いて採点する。 

④形実技試験については都道府県形審判員基本形審査判

定基準に基づき、段審査要領に準じて審査員が評価

し、７点以上を合格とする。 

 

６ 合否判定 

   下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減

点値 

筆記

試験 

加減点値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点

以上 

１点加点 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．４以内の

点数 

なし 80 点

台 

なし 

 

 

・平成 29年 5月 13日の

改定を審査要領に反

映させ、合わせて今回

改定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審判員基本形判定基

準については後程作

成する。 
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採点順位との差

が１以内 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．１を超え

る点数 

１点

減点 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差

が２又は３ 

採点順位との差

が４又は５ 

２点

減点 

  

採点順位との順

位の差が６又は

７ 

３点

減点 

 

F.地区形審判員講習・審査要領 

２ 講習の進め方 

（２）実技講習 

イ 形の評価 

①講師、受講生は評価の基準点を７点（最低６点から最

高８点）とし、０、０５きざみで演武者の形を評価す

る。 

 

３ 試験方法 

（１）筆記試験 

（２）実技試験 

    受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う第

２指定形８つを点数（７点を基準点）で評価し、順位

を付ける。 

  

採点順位との差

が１以内 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．４を超え

る点数 

１点

減点 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差

が２又は３ 

採点順位との差

が４又は５ 

２点

減点 

  

採点順位との順

位の差が６又は

７ 

３点

減点 

 

F.地区形審判員講習・審査要領 

２ 講習の進め方 

（２）実技講習 

イ 形の評価 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０までの

間とし、０．２きざみで演武者の形を評価する。反則

の場合は０．０とする。 

 

３ 試験方法 

（１）筆記試験（※B級のみ実施） 

（２）実技試験 

  ①評価実技試験 

    受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う、

以下の指定形８つを点数（５．０～１０．０までの

間）で評価し、順位を付ける。 
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４ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求

め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採

点順位とする。 

③５の合否判定に関する表を用いて採点する。 

 

 

 

 

 

A 級：第２指定形 

B 級：第１指定形 

 ②形実技試験 

以下の形を演武する 

A 級：第１指定形 

「セーパイ」 

「カンクウダイ」 

「セイエンチン」 

「チントウ」 

B 級：第１指定形 

「サイファ」 

「ジオン」 

「バッサイダイ」 

「セイシャン」 

 

４ 試験の採点方法 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求

め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採

点順位とする。 

③５の合否判定に関する表を用いて採点する。 

④形実技試験については地区形審判員指定形審査判定基

準に基づき、段審査要領に準じて審査員が評価し、７

点以上を合格とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・審判員指定形判定基

準については後程作

成する。 
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５ 合否判定 

 下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減

点値 

筆記

試験 

加減点

値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点

以上 

１点加点 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．１以内の

点数 

なし 80 点

台 

なし 

採点順位との差

が１以内 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．１を超え

る点数 

１点

減点 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差

が２又は３ 

採点順位との差

が４又は５ 

２点

減点 

  

採点順位との順

位の差が６又は

７ 

３点

減点 

 

６ その他 

（１）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとす

る。 

（２）主管団体においては、指定形を演武できる選手を８

名用意する。 

（３）審査長は別紙の合格者名簿を全空連に提出しなけれ

ばならない。 

５ 合否判定 

 下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減

点値 

筆記

試験 

加減点値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点

以上 

１点加点 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．４以内の

点数 

なし 80 点

台 

なし 

採点順位との差

が１以内 

採点平均値より

上限、下限の幅

が０．４を超え

る点数 

１点

減点 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差

が２又は３ 

採点順位との差

が４又は５ 

２点

減点 

  

採点順位との順

位の差が６又は

７ 

３点

減点 

 

６ その他 

（１）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとす

る。 

（２）主管団体においては、指定形を演武できる選手を８

名用意する。 

（３）審査長は別紙の合格者名簿を全空連に提出しなけれ

ばならない。 
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G.全国形審判員講習・審査会要領 

１ 講習の進め方 

（２）実技講習 

ア 第１指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、

講師より評価点を示し、基準点のあり方について適正

な指導をする。 

①講師、受講生は評価の基準点を６点（最低５点から最

高７点）とし、０．０５きざみで演武者の形を評価す

る。 

②講師より、技の細部にわたり、形のポイント、減点・

加点箇所を指摘する。 

空手道教範、指定形ＤＶＤ、空手競技規程（形競技）、

形審判の見方（判定基準）の基本的事項等に基づく。 

 

③一人の形演武終了ごとに審査員同士で点数を整理す

る。 

④受講生に点数を聞く。 

⑤講師で整理した評価点を告げる。その際、留意点も告

げる。 

⑥講師の評価点による演武者の順位を告げる。 

 イ 第１指定形の実技試験終了後、第２指定形８つにつき

個々の演武者の演武に対し、講師より評価点を示し、基

準点のあり方について適正な指導をする。第２指定形は

（４）試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含

めて３年間はその科目の試験は免除される。免除期間

を終えると改めて全科目を受審しなければならない。 

 

G.全国形審判員講習・審査会要領 

１ 講習の進め方 

（２）実技講習 

ア A 級については得意形８つにつき個々の演武者の演

武に対し、講師より評価点を示し、基準点のあり方につ

いて適正な指導をする。 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０までの

間とし、０．２きざみで演武者の形を評価する。反則

の場合は０．０とする。 

②講師より、技の細部にわたり、形のポイント、減点・

加点箇所を指摘する。 

空手道教範、指定形ＤＶＤ(B 級のみ)、空手競技規

定（形競技）、形審判の見方（判定基準）の基本的事項

等に基づく。 

③一人の形演武終了ごとに審査員同士で点数を整理す

る。 

④受講生に点数を聞く。 

⑤講師で整理した評価点を告げる。その際、留意点も告

げる。 

⑥講師の評価点による演武者の順位を告げる。 

イ B 級については第１指定形８つにつき個々の演武者

の演武に対し、講師より評価点を示し、基準点のあり方

について適正な指導を行い、アの①～⑥と同様の講習
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基準点を７点（最低６点から最高８点）とし、以下第１

指定形と同じ講習をする。 

 

２ 試験方法 

 （１）筆記試験 

（２）実技試験 

ア．評価実技試験 

①第１指定形８つの講習後、受審者は各演武者が演武す

る実技講習と違う第１指定形８つを点数（6点を基準

点）で評価し、順位を付ける。 

②第２指定形８つについての講習後、受審者は各演武者

が演武する実技講習と違う第２指定形８つを点数（７

点を基準点）で評価し、順位を付ける。 

 

 

 

 

イ．形実技試験 

①全空連が指定する形を演武する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

をする。また、第１指定形の実技試験終了後、第２指定

形についてもアの①～⑥と同じ講習をする。 

 

２ 試験方法 

（１）筆記試験（※B級のみ実施） 

（２）実技試験 

ア．評価実技試験 

①第１指定形８つの A 級については得意形、B級につい

ては第１指定形と第２指定形それぞれの講習後、受審

者は各演武者が演武する実技講習と違う以下の形８つ

を点数（５．０～１０．０までの間）で評価し、順位

を付ける。 

②第２指定形８つについての講習後、受審者は各演武者

が演武する実技講習と違う第２指定形８つを点数（７

点を基準点）で評価し、順位を付ける 

A 級：得意形 

B 級：第１指定形並びに第２指定形 

イ．形実技試験 

①以下の形を演武する。 

A 級：第２指定形 

「クルルンファ」 

「カンクウショウ」 

「ニーパイポ」 

「クーシャンクー」 

B 級：第２指定形 

「セーサン」 

「エンピ」 
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４ 判定基準 

［第１指定形の合格基準］ 

         実技

試験 

加減

点値 

筆記

試験 

加減点

値 

採点 

方法 

  ９０

点以

上 

加点１ 

採点平均値より上限、

下限の幅が０．１以内

の点数 

なし 80 点

台 

なし 

採点順位との差が１以

内 

採点平均値より上限、

下限の幅が０．１を超

える点数 

減点

１ 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差が２又

は３ 

採点順位との差が４又

は５ 
減点

２ 

   

採点順位との順位の差

が６又は７ 
減点

３ 

 

 

 

 

「マツムラローハイ」 

「ニーセイシ」 

 

４ 判定基準 

［第１指定形の合格基準］ 

         実技

試験 

加減

点値 

筆記

試験 

加減点

値 

採点 

方法 

  ９０

点以

上 

加点１ 

採点平均値より上限、

下限の幅が０．４以内

の点数 

なし 80 点

台 

なし 

採点順位との差が１以

内 

採点平均値より上限、

下限の幅が０．４を超

える点数 

減点

１ 

70 点

台 

３点減点 

採点順位との差が２又

は３ 

採点順位との差が４又

は５ 
減点

２ 

   

採点順位との順位の差

が６又は７ 
減点

３ 
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［第２指定形の合格基準］ 

         実技試験 減点値 

採点方

法 

採点平均値より上限、下限の幅が

０．１以内の点数 

なし 

採点順位との差が１以内 

採点平均値より上限、下限の幅が

０．１を超える点数 

減点１ 

採点順位との差が２又は３ 

採点順位との差が４又は５ 減点２ 

採点順位との差が６又は７ 減点３ 

 

５ その他 

（１）審査長は判定会議が終了後、速やかに合格者名簿を

全空連に提出する。 

（２）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとする。 

 

［第２指定形・得意形の合格基準］ 

         実技試験 減点値 

採点方

法 

採点平均値より上限、下限の幅が

０．４以内の点数 

なし 

採点順位との差が１以内 

採点平均値より上限、下限の幅が

０．４を超える点数 

減点１ 

採点順位との差が２又は３ 

採点順位との差が４又は５ 減点２ 

採点順位との差が６又は７ 減点３ 

 

５ その他 

（１）審査長は判定会議が終了後、速やかに合格者名簿を

全空連に提出する。 

（２）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとする。 

（３）試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含

めて３年間はその科目の試験は免除される。免除期間

を終えると改めて全科目を受審しなければならない。 

 


